
（別紙 1） 

かがわ働き方改革推進大賞 応募用紙記入例 

令和○年◯月◯日 

 

ふりがな かぶしきがいしゃ まるまる 

事業所名 株式会社○○ 

ふりがな かがわ たろう 

代表者氏名 香川 太郎  

 （役職： 代表取締役社長 ）  

所 在 地 
〒000－0000 

香川県○○市○○町◯番◯丁◯号 

本社所在地 ○○ 
都・道 

府・県 
        ○○ 

市・区 

町・村 

業種  製造業 

設立年月日 昭和 15 年  4 月   1 日 

労働者数 

基準日：応募年度９月 1日時点 男性 女性 合計 

常時雇用する労働者の数 20 人 50 人 70 人 

うち有期契約労働者 10 人 20 人 30 人 

かがわ働き方改革推進宣言企業番号 ○○ 

一般事業主行動計画の策定状況 

次世代法に基づく一般事業主行動計画 

女活法に基づく一般事業主行動計画 

計画期間（直近のもの） 

令和元年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

令和 2年 10 月 1 日～令和 6年 9月 30 日 

◎ 主たる業務の業種名を日本標準産業分類 大分類の次のものから記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 農業,林業 ② 漁業 ③ 鉱業,採石業,砂利採取業 ④ 建設業 ⑤ 製造業 ⑥ 電気・

ガス・熱供給・水道業 ⑦ 情報通信業 ⑧ 運輸業,郵便業 ⑨ 卸売業・小売業 ⑩ 金融

業,保険業 ⑪ 不動産業,物品賃貸業 ⑫ 学術研究,専門・技術サービス業 ⑬ 宿泊業,飲

食店 ⑭ 生活関連サービス業,娯楽業 ⑮ 教育学習支援業 ⑯ 医療,福祉 ⑰ 複合サー

ビス事業 ⑱ サービス業（他に分類されないもの）⑲ 公務（他に分類されるものを除く）

⑳ 分類不能の産業   

正社員、パート、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の①または②のいずれ

かに該当する労働者を指します。 

①期間の定めなく雇用されている者 

②過去 1 年以上の期間について引き続き雇用されている者または雇入れの時から 1

年以上引き続き雇用されると見込まれる者（一定の期間を定めて雇用されている者

または日々雇用される者であってその雇用期間が反復更新されて、事実上①と同等

と認められる者） 

◎ 常時雇用する労働者の定義 

 



離職者数及び離職率 ※１  
男性 ○○人  ○○. ○％ 

女性 △△人  △△. △％ 

平均継続勤務年数 ※２ 

(※期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る) 

男性   ○年 

女性   □年 

フルタイム労働者１人あたりの年間所定外労働時間 ※３     △△時間 

企業全体の年次有給休暇取得率 ※４    ○○. ○％ 

応募理由 

 

連絡先 

所属 ○○ 電話番号 087-123-4567 

職 ○○ FAX 番号 087-765-4321 

氏名 県庁 二朗 E-mail ○○＠○○.jp 

※応募の際には次の資料を添付すること。 

①次世代育成対策支援推進法に基づく一般事業主行動計画の写し 

②女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の写し 

③「かがわ働き方改革推進宣言」登録書の写し 

④就業規則等の社内規程の写し 

⑤各取組み内容や成果を確認できる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式２） 

         かがわ働き方改革推進大賞 選考資料記入例 

 

１ 宣言の取組内容とその成果について (宣言後の取組みに限る) ※５ 

宣
言
（
１
） 

①宣言目標 長時間労働の是正  

②取組内容

(1200 字以内) 

令和２年６月に情報共有をするための「グループウエアソフト」を導入し、個々

の労働者の業務スケジュールと保有している技術についての情報を共有。これ

により労働者同士もお互いのスケジュールをすばやく確認し合えるため、個々

の都合に応じた業務のやり取りも可能となり、マネジャーがそれぞれの業務や

状況に応じた効率的な労働者配置を行うことを可能になった。  

③成果  
宣言前には３０時間あったフルタイム労働者月平均所定外労働時間が２０時

間に減少した。 

宣
言
（
２
） 

①宣言目標  

②取組内容

(1200 字以内) 
 

③成果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式２） 

         かがわ働き方改革推進大賞 選考資料記入例 

２．現状実施できている働き方改革の取組み ※５ 

 
審査基準 

実績の

有無 
提出書類等 

1 
長時間労働の是正のためにノー残業デーなど

の取組みを実施している。 
○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物など取組みの

わかるもの) 

2 

在宅勤務等のテレワークや時差出勤といった

柔軟な働き方ができる取組みを実施してい

る。 

○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物など取組みの

わかるもの) 

3 

育児や介護等と仕事が両立できるように、各

種休業、休暇制度について事業所内での普及

啓発を実施している。 

○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物など取組みの

わかるもの) 

4 

女性・若者が活躍しやすい職場環境のため

に、育児休業後の復職支援や業務のフォロー

体制ができるような取組みを実施している。 

○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物など取組みの

わかるもの) 

5 
男性の育児休業取得を推進する取組みを実施

している。 
 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物、過去の実例な

ど取組みのわかるもの) 

6 
非正規雇用の待遇改善のための取組みを実施

している。 
○ 

取組み内容のわかる資料 

(過去の実例などの取組みのわ

かるもの) 

7 

ICT の利用や整理整頓等の３Ｓ活動での業務

の見直しによる労働生産性の向上に向けての

取組みを実施している。 

○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物など取組みの

わかるもの) 

8 
外国人材受入のための取組みを実施してい

る。 
 

取組み内容のわかる資料 

(組織図、募集資料などの取組

みのわかるもの) 

9 

人材の質を高めるために、労働者の教育、研

修及び資格取得補助などの人材育成に取り組

んでいる。 

 
取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物、過去の実例な

ど取組みのわかるもの) 

10 
定年延長や再雇用を活用して、高齢者の就業

促進につながる取組みを実施している。 
○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物、過去の実例な

ど取組みのわかるもの) 

11 
副業、兼業を推進する取組みを実施してい

る。 
 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物、過去の実例な

ど取組みのわかるもの) 

12 

その他重点的に実施している働き方改革の取

組みがある。 

具体的な内容 

週休３日制を導入し、労働者の多様な働き方

に対応できる取組みを実施している。 

○ 

取組み内容のわかる資料 

(社内報、掲示物、過去の実例な

ど取組みのわかるもの) 

 

 

 



（別紙 2） 

かがわ働き方改革推進大賞 

応募用紙、選考資料の記入に当たっての Q＆A 

 

※１、４ 算出方法について、小数点第何の位まで示せばよいか？ 

→小数点第１の位まで（第２を四捨五入）で統一してください。 

 

※１ 「離職者数及び離職率」について、離職率の算出方法は？また、離職者に定年退職者

は含まれるか。 

→離職者数は、令和４年４月１日～令和５年３月 31 日までの総離職者数を記入してくだ

さい。 

令和４年度の総離職者数／令和４年度初めの在籍者数×１００ 

定年退職者は含みません。パート・短時間労働者は含みます。 

 

※２ 「平均継続勤務年数」はいつの時点を記入するのか？ 

→令和５年３月 31日時点のものを記入してください。 

 

 

※３ 「フルタイム労働者１人あたりの年間所定外労働時間」の算出方法は？ 

→令和４年度のフルタイム労働者（パート・短時間労働者を除く）の所定外労働時間／令

和４年度初めのフルタイム労働者数（パート・短時間労働者を除く） 

 

 

※４ 「企業全体の年次有給休暇取得率」の算出方法は？ 

→対象労働者(※)が令和４年度に取得（消化）した有休の合計日数／令和４年度中の対象

労働者の付与日数合計×１００ 

なお、付与日数には繰越は含めません。 

※対象労働者とは、正社員やパート・アルバイト、契約社員等の雇用形態を問わず、算

定期間中に年次有給休暇の取得資格のある労働者。 

  ただし、有休を取得できる期間が当該算定期間の全期間に及んでいない場合など合

理的な理由がある場合は対象労働者から除外します。 

（例：育児休業中、年度途中の退職、新規・中途採用） 

 

 

※５  いつの時点の取組みと成果を記入すればいいのか？ 

→項目１「宣言の取組内容とその成果について」については、宣言後の取組みとその取組

みでの成果を記入してください。 

 宣言を更新した場合、更新前の取組みやその成果も併せて記入してください。 

 項目２「現状実施できている働き方改革の取組み」については、宣言の時期に関係なく、

現状実施できている場合に「○」を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

  



❏ 添付書類には何が必要か？ 

 →次世代育成対策支援推進法に基づく一般事業主行動計画の写し、女性活躍推進法に基

づく一般事業主行動計画の写し、「かがわ働き方改革推進宣言」登録書の写し、就業規

則等の社内規程の写し、及び各取組内容や成果を確認できる書類（※具体例は次の表を

参照）。 

  種類 取組み(例） 添付書類（例） 

制度導入 

学校行事参加のための特別育児休暇

の導入 

制度導入後の就業規則などの写し 

※変更箇所に印をつけるなどして明示して

ください。 

ノー残業デーの導入 

制度導入を社内に通知した文書の写し、啓

発資料など（制度導入年月日の分かるも

の） 

数値目標 

所定外労働時間を各月平均○時間未

満とする 

宣言内容の取組み実施前後の労働者１人当

たりの各月の所定外労働時間数（企業の自

己申告） 

育児休業取得率を 80％以上にする 

育児休業及び介護休業の対象者数、根拠資

料（育児・介護休業申出書の写し等）及び、 

対象期間に取得したことがわかるもの（出

勤簿、タイムカード及び賃金台帳等） 

労働生産性を◯％向上 

宣言内容の取組み実施前後の労働による成

果（生産量、販売金額、付加価値等）が分か

る書類及び、労働投入量（労働者数や 時間

当たりの労働量）が分かる書類 

制度の周知

や情報提供 

両立支援制度について事業所内に周

知を図る 

周知のための措置を実施した年月日の分か

る資料の写し 

意識啓発 各種研修の実施 
実施年月日の分かる研修開催通知、研修の

実施結果の写し 

  ※添付書類に個人が特定されるような項目がある場合は、伏せてから提出してください。 

（労働者の氏名等） 

 

❏ 各宣言項目に対する成果はどういったものか？ 

  ※取組みの成果や実績等は出来るだけ数値を交えて記載してください。（削減率、利用率、上昇

率等） 

  目標項目 成果（例） 

1 長時間労働の是正 
・所定外労働時間の削減 

・年次有給休暇取得率の改善 

2 柔軟な働き方がしやすい環境整備  
テレワークや在宅勤務制度の導入及び利用者増

加数 

3 
病気の治療、子育て・介護等と仕事の両立、

障害者就労の推進 
男女の育児休業取得率の向上 

4 女性・若者が活躍しやすい環境整備 復職支援制度導入 

5 非正規雇用の処遇改善 処遇改善の制度導入 

6 賃金引上げと労働生産性向上  労働生産性の向上率、賃金の上昇率 

7 外国人材の受入れ 外国人の労働者数の増加率 

8 

雇用吸収力の高い産業への転職・再就職支

援、人材育成、格差を固定化させない教育

の充実 

社内育成制度の導入 

9 高齢者の就業促進 高齢者の労働者数の増加率 


